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１ 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）学生の確保の見通し 

①定員充足の見込み 

a)定員設定の考え方 

名古屋学院大学のスポーツ健康学部は、幼児期から高齢期までの生涯を見据え、運動・

スポーツを通した人々の健康の維持・増進やQOL（Quality of Life）の向上に貢献できる

人材を養成することを目的とし、これまではスポーツ健康学科の一学科体制で教育研究

を進めてきた。近年、幼児期や児童期における運動・スポーツの充実が求められている

ことに鑑み、とりわけ学校教育現場においてこの課題に対応するため、新たに「こども

スポーツ教育学科」を設置する。 

この課題が提起される背景には、成長の重要な時期である幼児期や児童期における運

動・スポーツが、生涯にわたる健康の大切な基礎となり、ひいては社会全体の活力の源

となるにもかかわらず、こどもの体力は低下・停滞傾向にあり、こどもの外遊びの場所、

仲間及び時間も減少しているという問題がある。本学科は、こどもの運動・スポーツ教

育に関する教育研究に加えて、小学校及び幼稚園教諭の養成に必要な教育研究の提供に

より、こどもの心身ともに健やかな成長に貢献できる、高度な専門知識と実践的な教育

力を持った人材を育成することを設置の理念としている。 

本学科においては、小学校教諭一種免許状及び幼稚園教諭一種免許状の取得を可能と

し、卒業生の主たる職業として、小学校教諭及び幼稚園教諭を想定している。後述する

ように、愛知県内の教員養成系学部は20大学に設置されており、入学定員は最小40名、

最大392名、平均値は147名である。本学科は定員確保に慎重を期すとともに、少人数に

よる質の高い教育を行うため、入学定員を50名（編入学定員0名）とする。 

 

b)定員充足の根拠 

 こどもスポーツ教育学科の入学定員充足の根拠について、概要は以下のとおりであり、

詳細を「②定員充足の根拠となる調査結果の概要」で説明する。 

 ○全国及び愛知県の「教育学」「スポーツ」系学部の入学志願動向が安定的かつ良好

であること。 

○第三者機関による入学意向調査結果から、入学定員充足が見込まれること。 

○以下に示す本学科の設置目的が社会的ニーズを踏まえたものであり、卒業後の進路

の確保が十分に見込めること。 

  ア）生涯にわたる健康の基礎づくりへの貢献 

イ）こどもの運動・スポーツ指導の改善への貢献 

ウ）健康や運動・スポーツに強い関心を持つ小学校及び幼稚園教諭の養成 

エ）幼－小連携とその後のライフステージへの関連性 
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②定員充足の根拠となる調査結果の概要 

a)全国のスポーツ系・教育系学部の入学志願動向 

はじめに、日本私立学校振興・共済事業団の公表データに基づき、こどもスポーツ教

育学科と同系統である「教育学」「スポーツ」系学部の入学志願動向を概観する。平成

25年度現在、全国の私立大学において教育学系学部は70大学に、スポーツ系学部は11大

学に設置されている。ここで、スポーツ系学部はスポーツ健康科学部、スポーツ科学部、

スポーツ健康学部の集計である。 

教育系学部は平成22年度から平成25年度まで一貫して、志願倍率（志願者数/入学定員）

及び定員充足率のいずれも全体平均を上回っている。平成25年度の志願倍率は、教育系

学部の7.73倍に対して全体は7.39倍であり、定員充足率については教育系学部の1.11に対

して全体は1.06である。 

スポーツ系学部は教育系学部を上回る志願動向を示している。スポーツ系の3学部の集

計値が公表された平成23年度から平成25年度まで一貫して、志願倍率（志願者数/入学定

員）及び定員充足率のいずれも全体平均を上回っている。平成25年度のスポーツ系学部

の志願倍率は9.83倍、定員充足率は1.13であり、受験生にニーズの高い分野となっている。

（資料①） 

 

b)愛知県のスポーツ系・教育系学部の入学志願動向 

学校基本調査によれば、愛知県内の高校生が地元大学へ進学する比率（残留率）は7割

で推移しており、平成25年度において72.0％と全国一の高水準となっている。本学も愛

知県からの入学者が例年6～7割を占めることから、次に、愛知県のスポーツ系・教育系

学部の入学志願動向を分析する。 

愛知県のスポーツ系学部は、本学をはじめ至学館大学、中京大学、東海学園大学の4大

学に設置されている。平成25年度入試においては、総定員940名に対して、志願者9,397

名、合格者2,063名、入学者1,133、平均定員超過率は1.21であり、いずれの大学の学部学

科も定員を充足している。（資料②） 

教育系学部については、こどもスポーツ教育学科と同様の幼稚園教諭又は小学校教諭

の免許状を取得できる大学を比較すると、国立、公立、私立あわせて19 大学に20学部が

設置されている。入学定員の規模は、愛知教育大学の392名を筆頭に愛知県立大学の40

名が最小であり、平均値は141名である。大学によって定員充足率には差が見られるが、

全体の定員超過率は平成25年度1.02と定員を充足している。本学のこどもスポーツ教育

学科は、既存のスポーツ健康学部スポーツ健康学科における「体育学」をベースに「教

育学・保育学」の教育研究を行うものである。愛知県内では、至学館大学の健康科学部

こども健康・教育学科（入学定員60名）が同様のコンセプトであり、同大学同学科の定

員超過は平成25年度1.23と良好な募集状況である。（資料③） 

こどもスポーツ教育学科の入学定員50名は、愛知県の教育系学部の中で愛知県立大学
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に次ぐ最小規模であり、以下で述べる入学意向アンケートの結果からも、十分に定員確

保ができる見通しである。 

 

c)名古屋学院大学既存学部の入試状況について 

本学の既存学部の入試状況をみると、学部学科によって変動はあるものの大学全体の

志願者数は増加傾向を示しており、平成20年度3,285人、平成21年度3,687人、平成22年

度3,846人、平成23年度4,821人、平成24年度4,706人、平成25年度6,831人、平成26年度

7,268人と推移している。また、大学全体の定員充足率の平均（過去4年間）は1.05とな

っている。このような入試状況は、本学の教育研究活動が高等学校に信頼されている証

と考えている。（資料④） 

 

d)第三者機関による入学意向調査結果 

こどもスポーツ教育学科について、第三者機関（株式会社ユー・イー・ディー研究所）

による入学意向調査を行った。アンケート調査は、平成25 年12月から平成26年1月にか

けて、高等学校進路指導部を通じて、新学科開設時の進学対象となる高校2年生に実施し

た。調査対象である高校2年生は、愛知県、岐阜県、三重県及び静岡県にある国公私立高

等学校の内、進学実績のある高等学校75校14,626人である。有効回答は70校11,913人（有

効回収率81.5%）であった。アンケート調査の際、こどもスポーツ教育学科の養成する人

材像や特色を簡潔にまとめたパンフレット（資料⑤）を提示し、質問紙に回答してもら

った。アンケート調査報告書（資料⑥）は巻末に添付したとおりであり、その概要を以

下に説明する。 

このアンケートの結果では、こどもスポーツ教育学科に対して103人が「入学を希望す

る」、622人が「入学を検討する」と回答した。ここで、「入学を希望する」者はこどもス

ポーツ教育学科の上位希望者層であり、合格した場合実際に入学する可能性が極めて高

いと考えられる。他方、「入学を検討する」者は、受験はするものの併願大学の入試結果

によって入学の意思決定を行う層であると考えられる。 

 

表1 こどもスポーツ教育学科入学意向調査結果の概要 

入学定員 入学を希望する 入学を検討する 

50 103 622 

 

本アンケートに回答した高等学校（以下、回答校と略記）は、愛知県、岐阜県、三重

県及び静岡県の全515校のうち70校であり、生徒数は134,215人のうち11,913人である。

そこで、今回のサンプル調査に基づき、実際の入学希望者数の推計を試みるため、過去4

か年の本学入学試験に占める回答校の状況について説明する。表2に記載のとおり、回答

校の入学者占有率は極端に大きな変動が見られず、例年35％から38％台で推移している。
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回答校の入学者に対する全体の入学者数の比率は過去4か年の平均値で2.68であること

から、この数値に入学希望者数を乗じると、実際には276名の入学希望者がいるものと推

計される。 

したがって、現時点で入学定員50 名の学生は十分に確保できるものと考える。今後は

積極的なPR活動を展開し、こどもスポーツ教育学科の教育内容を訴求することにより、

「入学を希望する」層を確実に受験者数として取り込み、入学者につなげていく。 

 

  表 2 回答校の入学実績 

  平成 25 平成 24 平成 23 平成 22 4ヵ年平均 

回答校入学者数 (A) 560 450 476 477 491 

（入学者全体の占有率） 37.7% 38.8% 37.3% 35.5% 37.3% 

全体の入学者数 (B) 1,484 1,160 1,277 1,342 1,316 

指数 (B)/(A) 2.65 2.58 2.68 2.81 2.68 

 

③学生納付金の設定の考え方 

こどもスポーツ教育学科の学生納付金は表3のとおり、既存のスポーツ健康学部スポー

ツ健康学科と同様、入学金280,000円、授業料790,000円、施設設備費300,000円及び諸会

費8,500円とする。初年次納入金は1,378,500円、2年次以後は1,098,500円であり、愛知県

内の競合大学と比較して妥当な金額と考えられる。 

 

表3 競合大学の学生納付金 

大学名 学部名 学科名 入学金 授業料 
施設設

備費等 
諸会費 合計 

至学館大学 健康科学部 
こども健康・教

育学科 
250,000 700,000 400,000 － 1,350,000 

中京大学 
スポーツ科学

部 

スポーツ教育

学科 
200,000 830,000 390,000 20,100 1,440,100 

名古屋学院大学 
スポーツ健康

学部 

こどもスポーツ

教育学科 
280,000 790,000 300,000 8,500 1,378,500 

 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

次のとおり、高校教員に対する説明、受験生対象の説明会及びダイレクトメール発送

など個別のアプローチに加えて、広告やホームページなども併用し、学生確保に努めて

いく。 

①高校訪問 

5月以降、愛知県・岐阜県・三重県・静岡県の東海4県に加え、長野県・福井県・石川
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県・富山県・滋賀県の高等学校進路指導部を訪問し、新学部・学科に関するパンフレッ

トを持参し説明を行う。また、高等学校に対して、オープンキャンパス案内チラシの掲

示を依頼しており、チラシの中でも、新学科が開設予定である旨を告知していく。 

  

②高校教員向け入試説明会 

名古屋市（本学名古屋キャンパス）、岐阜市、四日市市、豊橋市、浜松市において、

本学主催の高校教員対象説明会を5月下旬から6月上旬にかけて実施する。説明会には、

例年合計120名の参加を得ている。説明内容では、入試結果・入試要項に加え、新学部・

学科の教育内容や特色も紹介し周知徹底を図る。 

 

③進学相談会 

4月より12月まで、広告代理店等の主催により、全国で受験生及びその父母を対象とし

た進学相談会に参加する。パンフレットの配布に加え、個別相談に応じ、新学部・学科

の内容についても説明していく。 

 

④オープンキャンパスの開催 

名古屋キャンパスでは7月26日（土）・27日（日）に全学部を対象として、瀬戸キャン

パスでは8月10日（日）に新設のこどもスポーツ教育学科を含めた瀬戸キャンパス設置学

部を対象としてオープンキャンパスを開催する。オープンキャンパスでは、大学・学部

についての関心が深まるよう、来場者に対して模擬講義、進学相談会、キャンパスツア

ー、入試説明会等を開催する。また、保護者に対しても別途説明会を開催する。 

新学部・学科については、就任予定教員及び開設準備関係者の協力を得て、オープン

キャンパスを通じて参加する高校生に対して興味関心を抱かせ、出願に結びつくように

取り組んでいく。 

 

⑤パンフレットの作成 

通常の大学案内パンフレットとは別に、新学部・学科に特化したパンフレットを作成

し、その魅力を訴求する。高校教員及び本学資料請求者へ配布し、新学部・学科の内容

について周知徹底を図る。 

 

⑥個別DMの配布 

本学資料請求者に加え、大手予備校などのデータを利用し、5月以降ほぼ毎月、地域・

志望系統を選択し、受験生へ個別DMを配布していく。これにより、新学部・学科系統の

受験生へ興味関心を抱かせ、出願へ結びつけることをねらう。 
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⑦交通広告・新聞広告 

高等学校で保護者懇談会が開催される7月と12月の2回、名古屋市内を中心とした愛知

県、岐阜県及び三重県の主要駅及び車内での交通広告を実施し、新学部・学科の周知を

図る。また、年間にわたり随時掲載される、東海地区の大学を集約した新聞広告におい

ても情報を発信していく。 

 

⑧ホームページ 

本学ホームページ（http://www.ngu.jp/）において、新学部・学科のページを新たに設

け、教育の特色等に関するコンテンツを作成し、内容を随時更新していく。 

 

２ 人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

こどもスポーツ教育学科の教育理念は、こどもの運動・スポーツ教育に関する教育研

究に加えて、小学校及び幼稚園教諭の養成に必要な教育研究の提供により、こどもの心

身ともに健やかな成長に貢献できる、高度な専門知識と実践的な教育力を持った人材を

育成することである。本学科は、この理念に基づく教育研究上の目的を次のように設定

している。 

①生涯にわたる健康の基礎づくりへの貢献 

②こどもの運動・スポーツ指導の改善への貢献 

③健康や運動・スポーツに強い関心を持つ小学校及び幼稚園教諭の養成 

④幼－小連携とその後のライフステージへの関連性  

 

幼児期・児童期に焦点を当てるこどもスポーツ教育学科において、卒業生が最もその

能力を発揮し社会に貢献できる進路として小学校及び幼稚園教諭を想定している。 

 

（２）上記（１）が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観

的な根拠 

 ①生涯にわたる健康の基礎づくり 

幼児期から児童期において運動・スポーツを習慣化することは、体力の向上や生活習

慣の改善との好循環を生じさせ、一生を通しての健康の維持・増進や体力の向上の重要

な基礎となる。このことがひいては、生活習慣病の予防、国民医療費の減少、アクティ

ブな高齢社会の実現及び生涯スポーツ社会の実現にも寄与すると考えられる。しかし、

平成20年度から文部科学省が行っている「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」では、

運動するこどもとしないこどもが二極化するとともに、1週間の総運動時間60分未満のこ

どもが多く存在するなどの問題が明らかになり、その対応が急務となっている。すなわ

ち、幼児・児童期において生涯にわたる健康の基礎づくりを行うため、本学科が取り組
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むこどもの運動習慣やスポーツ習慣の形成に関する教育研究が必要とされている。 

 

②こどもの運動・スポーツ指導の改善 

運動・スポーツを通してこどもが健やかに成長していくためには、その発達段階に応

じた適切な指導が必要となる。こどもの体力低下が問題となっている現在、指導内容の

面では、「走る」「跳ぶ」「投げる」といった基礎的な運動能力の向上とともに、基礎的な

動きの獲得に結び付くようなプログラムの提供が、指導方法の面では、こどもができな

かった動きをできるようにする指導、上達のコツを伝えられる指導が求められている。

しかし現状では、幼稚園の運動遊びや小学校の体育において、指導に対し苦手意識を持

つ教員が多く（参考：朝日新聞 2011年 12月 8日朝刊「体育の教え方、教えます 都教委、

小学教員採用予定者に」）、このことを補うように体育の家庭教師という職業も拡大して

いる。本学科が取り組む、一定基準の運動を「できるようする指導」及び運動・スポー

ツの「楽しさに触れる指導」を通じたこどもの運動・スポーツ指導の改善は、社会のニ

ーズに対応したものである。 

 

 ③健康や運動・スポーツに強い関心を持つ小学校及び幼稚園教諭 

本学科の卒業生がこどものスポーツ指導や教育に関してその能力を発揮していく上で、

小学校及び幼稚園は、すべてのこどもが継続的に運動・スポーツに親しむことができる

制度的及び物的条件が揃った最適な場である。平成 20 年 3 月 28 日に公示された新しい

学習指導要領等は、「確かな学力（知）」「豊かな心（徳）」「健やかな体（体）」のバラン

スのとれた力である「生きる力」をより一層育むことを目指し、運動・スポーツ・体育

を充実させる観点が含まれている。このことを反映して、新しい幼稚園教育要領及び小

学校学習指導要領は、運動・スポーツ・体育を充実させる観点から改訂が行われている。

このような小学校教育及び幼稚園教育に対する今日的要請に応えるためにも、健康や運

動・スポーツに強い関心を持つ教員の養成が必要である。 

 

④幼－小連携とその後のライフステージの関連性 

本学科は、幼児期に強い関心を持つ学生に対して、幼小の教育を連携させた広い視点

から幼稚園に関する内容と指導法について修得させる。近年、小学校に入学したばかり

の生徒が、授業中に座っていられない、教員の話を聞かない等の問題（小１プロブレム）

が表面化する中、平成 20 年 3 月 28 日に公示された新しい幼稚園教育要領では、指導計

画の作成に当たって特に留意する事項として、幼－小連携に関する項目が追加された。

幼稚園教育の中心が「遊び」を通しての指導であることを考えると、「遊び」を運動の側

面から深く理解し、その連続として小学校低学年の運動遊びや体つくりに繋げていくこ

とが必要である。 

加えて、新しい学習指導要領では、小学校、中学校及び高等学校を通じた、体育科・
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保健体育科における指導内容の整理と体系化が図られた。これは、それぞれの発達の段

階に応じた指導を関連付けて行う必要性を示している。本学科が取り組む、幼児期と児

童期を連続的に捉え、その後のライフステージへの関連性も持たせる視点の教育研究が

必要とされている。 

 

⑤小学校教教諭の採用動向について 

a)年齢構成 

学校教員統計調査による全国の年齢別公立小学校教員数（平成 22 年 10 月 1 日現在）

に基づき、全国の小学校教員の年齢構成を概観する。平成 25 年 10 月 1 日時点で定年年

齢 60歳に達する教員数は 12,394人であり、退職予定者数は以後増加を続け、平成 29年

に 17,039 人とピークを迎え、こどもスポーツ教育学科の完成年度となる平成 30 年度に

定年年齢を迎える者は 16,922人（平成 25年に 55歳）と予想される。以後、退職予定者

数は減少傾向を示し、平成 35年 11,799人（同 50歳）、平成 40年 10,231人（同 45歳）、

平成 45年 8,296（同 40歳）、それ以後は 8,000人から 7,000人の間で推移する見込みで

ある。 

本学の所在地である愛知県を含む東海 4 県の年齢構成も、全国的な傾向とほぼ同様の

状況を示しているが、愛知県については平成 45年以後の退職予定者数の増加が全国より

も高い傾向を示している。具体的には、平成 45年から平成 57年にかけて、全国は 8,296

人から 7,244人へと 12.7％減少するのに対し、愛知県は 370人から 638人へと 72.4％の

増加となっている。（資料⑦） 

このように、退職者は減少するものの、中長期的に一定の人材需要が見込まれる。 

b)採用者数 

  次に、文部科学省ホームページ上で公表されている公立学校教員採用選考試験の実施

状況（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/senkou/1243159.htm）を基に、公立小学

校教員の応募、採用状況について説明する。 

  全国の公立小学校教員採用数は、平成 11 年度の 3,683 人から上昇に転じ、平成 16 年

度には 10,483人と一万人の大台を超え、平成 25年度の 13,626人に至るまで一貫して増

加傾向にある。直近 3か年の採用者数（競争率）は、平成 23年度 12,883人(4.5倍)、平

成 24年度 13,598人(4.4倍)、平成 25年度 13,626人（4.3倍）と推移している。（資料⑧） 

東海 4県の過去 3か年の競争率は、2倍台後半から 4倍台で推移し、愛知県、岐阜県、

静岡県では全国平均よりも下回っている。愛知県の採用数（競争率）は、平成 23年度 730

人(3.7倍)、平成 24年度 2,875人(4.0倍)、平成 25年度 2,676人（3.6倍）と推移してい

る。岐阜県では、平成 23年度 271人(2.8倍)、平成 24年度 233人(3.3倍)、平成 25年度

255 人（3.2 倍）と推移している。三重県では、平成 23 年度 206 人(4.3 倍)、平成 24 年

度 194人(4.8倍)、平成 25年度 230人（4.3倍）、静岡県では平成 23年度 164人(4.4倍)、

平成 24年度 200人(3.7倍)、平成 25年度 200人（3.7倍）と推移している。（資料⑨） 
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このように、本学の所在する東海地区においても、こどもスポーツ教育学科の完成年

度以降、退職者は減少するものの、継続的な需要が見込まれる。 

 

⑥幼稚園教諭の採用動向について 

a)年齢構成 

平成 25 年度学校教員統計調査（中間報告）によると、幼稚園教員の年齢構成は、25

歳未満が 24.8％、25歳～30歳未満が 22.6％であり、30歳未満が 47.4％と半数を占めて

いる（資料⑩）。これに対し、30 歳未満の小学校教員の比率は 14.3％である。30 歳未満

の幼稚園教員の比率は平成10年時点で56.2％であり、平成13年56.6％、平成16年53.5％、

平成 19年 51.8％、平成 22年 49.8％と漸減傾向にあるものの、際立った変化を示してい

ない。このことは、若年層の離職者が多く 30歳未満で 62.9％（平成 25 年）を占めてい

ることが要因となっている。 

b)採用者数 

平成25年度学校教員統計調査（中間報告）によると、全国の幼稚園教員の採用数は平

成10年11,528人、平成13年10,654人、平成16年11,333人、平成19年11,468人、平成22年

11,364人、平成25年11,439人と推移し、直近15年間で大きな変動はない。愛知県の採用

人数は平成10年720人、平成13年710人、平成16年787人、平成19年730人、平成22年708

人と推移しており、こちらも大きな変化は見られない。（資料⑪） 

  本務教員の平均勤務年数は表4のとおり、平成25年において、幼稚園の10.3年に対して

小学校は19.0年となっており、この15年間で大きな変化は見られない。また、離職の理

由（表5）を調べると、小学校は定年退職が65.6％であるのに対し、幼稚園は定年退職が

6.3％、家庭の事情31.7％、その他34.6％となっている。 

以上から、幼稚園教員は30歳未満の構成比率が約半数と小学校の3倍強を占めており、

平均勤務年数も10年と小学校教員の半数であることから、若い世代で雇用が回転してい

る傾向を確認することができる。さらに、採用者数と関係する離職者数が、この15年間

で11,401人から12,857人の間で大きな変動なく推移していること、平均勤務年数に殆ど

変動がないことを考慮すれば、今後も幼稚園教員については一定した需要が見込めると

考えられる。 

 

表4：本務教員の平均勤務年数 

年度 平成 10 平成 13 平成 16 平成 19 平成 22 平成 25 

幼稚園 10.1 10.6 10.5 10.5 10.3 10.3 

小学校 18.2 19.7 20.2 20.2 19.6 19.0 

 出典：「学校教員統計調査」文部科学省ホームページ 
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表5：離職の理由別離職教員数及び比率           上段：人数、下段：比率 

 
計 定年 病気 死亡 転職 

大学等

入学 

家庭の

事情 

職務上

の問題 
その他 

幼稚園 
11,710 738 499 51 2,404 75 3,715 178 4,050 

100.0 6.3 4.3 0.4 20.5 0.6 31.7 1.5 34.6 

小学校 
18,353 12,040 600 194 1,380 25 1,897 100 2,117 

100.0 65.6 3.3 1.1 7.5 0.1 10.3 0.5 11.5 

 出典：「学校教員統計調査」文部科学省ホームページ 

 

⑦名古屋学院大学既存学部の就職状況について 

  こどもスポーツ教育学科の卒業後の進路として、小学校教員、幼稚園教員に加えて、

幼児や児童を対象としたスポーツ産業など一般企業も想定される。そこで、進路見通し

の参考のため、本学の直近5ヵ年間の就職状況について以下に説明する。 

卒業生に対する求人件数は、2008年度7,085社、2009年度5,342社、2010年度4,776社、

2011年度5,420社、2012年度6,468社と推移しており、2010年度を境に再び上昇に転じて

いる。就職希望者に対する就職決定率は、2008年度95.3％、2009年度88.8％、2010年度

89.8％、2011年度92.5％、2012年度96.8％と推移し、2009年度に底をついた後は再び上

昇傾向にある。（資料⑫） 

 

⑦第三者機関による採用意向調査結果（資料⑬） 

 こどもスポーツ教育学科について、第三者機関（一般財団法人日本開発構想研究所）

による採用意向調査を行った。アンケート調査は、平成26年2月、本学に求人をしている

愛知県、岐阜県、三重県、静岡県の企業等を中心とした4,756社の採用担当者を対象に、

こどもスポーツ教育学科の養成する人材像や教育の特色を記載したパンフレットと質問

紙を送付し、社会的必要性や採用意向等について質問した。有効回答は741 社（有効回

収率15.5%）であり、愛知県、岐阜県、三重県、静岡県の所在地が55.5％を占めている。 

 

表6 こどもスポーツ教育学科の採用意向調査結果の概要 

入学定員 採用したい 採用を検討したい 

50 141(206) 367(375)  

  注）括弧内は採用人数 

 

  こどもスポーツ教育学科の社会的必要性については、「社会的必要性の高い分野である」

と回答した企業等は270社（36.4％）、「一応、社会的必要性を感じる」と回答した企業等

は283社（38.2％）であった。すなわち、約75%の企業等が「社会的に必要性がある」と

認めていることから、本学科の教育は地域の人材需要に対応していると考えられる。 
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さらに、こどもスポーツ教育学科の卒業生に対して採用意向を示した企業等は有効回

答741 社のうち141 社、採用人数は206人であり、定員以上の採用が確保される見込み

である。 

 

こどもスポーツ教育学科設置に関する人材需要の動向等をあらためて整理すると、下

記のとおりである。 

○本学科の教育研究上の目的が社会的ニーズを踏まえたものであること。 

 ○主な進路として想定される小学校教諭及び幼稚園教諭の採用が、継続的に見込める

こと。 

○第三者機関による調査の結果、約75％の企業等から必要性を認められ、入学定員分

の採用が見込めること。 

 

したがって、こどもスポーツ教育学科の設置は、社会的、地域的な人材需要の動向を

踏まえたものであり、卒業生の卒業後の進路は十分に確保できると結論付けることがで

きる。 
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資料①

21年 22年 23年 24年 25年 

志願倍率（スポーツ系） 9.94 9.47 9.85

志願倍率（教育） 6.27 7.29 8.15 7.45 7.73

志願倍率（全体） 6.83 7.05 7.09 7.02 7.39

充足率（スポーツ系） 1.14 1.12 1.13

充足率（教育） 1.01 1.09 1.08 1.08 1.11

充足率（全体） 1.07 1.08 1.06 1.04 1.06
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スポーツ系・教育系学部の入学志願動向 

志願倍率（スポーツ系） 志願倍率（教育） 志願倍率（全体） 

充足率（スポーツ系） 充足率（教育） 充足率（全体） 



大学名 学部名 学科名
入学
定員

志願者 合格者 倍率 入学者 充足率

至学館大学 健康科学部 健康スポーツ科学科 120 782 198 3.9 153 1.28

スポーツ健康科学科 80 2,252 206 10.9 90 1.13

競技スポーツ科学科 255 1,818 500 3.6 281 1.10

スポーツ教育学科 130 2,364 356 6.6 154 1.18

東海学園大学 スポーツ健康科学部 スポーツ健康科学科 235 1,610 519 3.1 301 1.28

名古屋学院大学 スポーツ健康学部 スポーツ健康学科 120 571 284 2.0 154 1.28

940 9,397 2,063 4.6 1,133 1.21

注）大学受験パスナビ（http://passnavi.evidus.com/）のデータを基に作成

合　　　計

資料②

愛知県におけるスポーツ系学部の平成25年度入試状況

中京大学 スポーツ科学部



資料③

連番 大学名 学部名 学科名 入学定員 入学者 充足率 備考

1 愛知教育大学 教育学部 初等教育学科 392 423 1.07

児童教育学科（児童教育学専攻）

児童教育学科（幼児保育学専攻）

3 名古屋学芸大学 ヒューマンケア学部 子どもケア学科（幼児保育専攻） 220 236 1.07 他専攻を含む定員

4 愛知学泉大学 家政学部 家政学科（こどもの生活専攻） 190 203 1.06 他専攻を含む定員

5 同朋大学 社会福祉学部 社会福祉学科（子ども学専攻） 190 190 1.00 他専攻を含む定員

こども発達学科（保育専修）

こども発達学科（学校教育専修）

子ども発達学科（保育・初等教育専修）

子ども発達学科（初等中等教育専修）

教育学科（学校教育専攻）

教育学科（保育専攻）

9 桜花学園大学 保育学部 保育学科 145 138 0.95

10 名古屋芸術大学 人間発達学部 子ども発達学科 140 143 1.02

11 愛知淑徳大学 福祉貢献学部 福祉貢献学科（子ども福祉専攻） 120 144 1.20 他専攻を含む定員

12 金城学院大学 人間科学部 現代子ども学科 120 126 1.05

13 愛知淑徳大学 文学部 教育学科 100 121 1.21

14 岡崎女子大学　 子ども教育学部 子ども教育学科 100 63 0.63

15 名古屋経済大学 人間生活科学部 教育保育学科 100 48 0.48

児童教育学科 80 85 1.06

幼児教育学科 80 95 1.18

17 至学館大学 健康科学部 こども健康・教育学科 60 74 1.23

18 名古屋市立大学 人文社会学部 心理教育学科 59 不明 不明

19 愛知東邦大学 人間学部 子ども発達学科 50 56 1.12

20 愛知県立大学 教育福祉学部 教育発達学科 40 40 1.00

2,956 2,980 1.02

注1）こどもスポーツ教育学科の志願動向を分析するため、幼稚園又は小学校教諭免許状を取得できる

　　　学部を抽出した。

注2）入学定員及び入学者は各大学のホームページを基に平成25年度の数値を記載。
　

160 170 1.06

150 203 1.35

7

8

16

合　　　　　　　計

中部大学

椙山女学園大学

教育学部

教育学部

現代教育学部

東海学園大学

愛知県における教育系学部一覧（入学定員順）

2

6 日本福祉大学

名古屋女子大学

子ども発達学部

文学部 280 271 0.96

180 191 1.06



学部等名 項目 26年度 25年度 24年度 23年度
平均入学
定員超過率

経済学部 入学定員超過率 (0.96) (1.00) (0.87) (1.04)

(合計） 入学者数 434 454 393 468 (0.96)

入学定員 450 450 450 450

経済学科 入学定員超過率 (1.04) (1.07) (0.88) (1.01)

入学者数 312 322 264 304 (1.00)

入学定員 300 300 300 300

総合政策学科 入学定員超過率 (0.81) (0.88) (0.86) (1.09)

入学者数 122 132 129 164 (0.91)

入学定員 150 150 150 150

商学部 入学定員超過率 (1.06) (1.19) (0.99) (1.18)

(合計） 入学者数 320 358 297 355 (1.10)

入学定員 300 300 300 300

商学科 入学定員超過率 (1.18) (1.23) (0.93) (1.16)

入学者数 236 246 187 232 (1.12)

入学定員 200 200 200 200

経営情報学科 入学定員超過率 (0.84) (1.12) (1.10) (1.23)

入学者数 84 112 110 123 (1.07)

入学定員 100 100 100 100

法学部 入学定員超過率 (1.01) (1.14)

(合計） 入学者数 152 172 (1.07)

入学定員 150 150

法学科 入学定員超過率 (1.01) (1.14)

入学者数 152 172 (1.07)

入学定員 150 150

外国語学部 入学定員超過率 (1.07) (1.04) (1.07) (1.05)

(合計） 入学者数 258 250 258 252 (1.05)

入学定員 240 240 240 240

英米語学科 入学定員超過率 (1.27) (1.11) (1.16) (0.99)

入学者数 179 156 163 139 (1.13)

入学定員 140 140 140 140

中国ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 入学定員超過率 (0.46) (0.74) (0.82) (1.16)

入学者数 23 37 41 58 (0.79)

入学定員 50 50 50 50

国際文化協力学科 入学定員超過率 (1.12) (1.14) (1.08) (1.10)

入学者数 56 57 54 55 (1.11)

入学定員 50 50 50 50

スポーツ健康学部 入学定員超過率 (1.38) (1.28) (1.09) (1.09)

(合計） 入学者数 166 154 131 109 (1.21)

入学定員 120 120 120 100

スポーツ健康学科 入学定員超過率 (1.38) (1.28) (1.09) (1.09)

入学者数 166 154 131 109 (1.21)

入学定員 120 120 120 100

リハビリテーション学部 入学定員超過率 (1.18) (1.20) (1.01) (1.16)

(合計） 入学者数 95 96 81 93 (1.13)

入学定員 80 80 80 80

理学療法学科 入学定員超過率 (1.18) (1.20) (1.01) (1.16)

入学者数 95 96 81 93 (1.13)

入学定員 80 80 80 80

入学定員超過率 (1.06) (1.10) (0.97) (1.09)

合　　　計 入学者数 1,425 1,484 1,160 1,277 (1.05)

入学定員 1,340 1,340 1,190 1,170

資料④

○名古屋学院大学　入学定員超過の状況



名古屋市のほぼ中心に位置し、名古屋駅・栄エリアにも近く通学に便利な
都市型キャンパス。メインとなる白鳥学舎は白鳥公園に隣接しており、都心に
ありながらも自然を身近に感じられる開放的なキャンパスです。

瀬戸市の丘陵地にあり、自然に囲まれた緑豊かなキャンパス。広大な敷地を活
かしたスポーツ施設や実習施設が充実しています。キャンパスまでは新瀬戸・瀬
戸市・尾張瀬戸・高蔵寺の各駅から無料スクールバスを運行しています。

経 済 学 部
現代社会学部
商 学 部
法 学 部
外 国 語 学 部
国際文化学部

名古屋キャンパス
［白 鳥 学 舎］名古屋市熱田区熱田西町1-25
［日比野学舎］名古屋市熱田区大宝3-1-17
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愛知県瀬戸市上品野1350
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スポーツ健 康 学 部

リハビリテーション学部

スポーツ健康学科
こどもスポーツ教育学科（仮称）
理学療法学科

名古屋キャンパス

名古屋学院大学 企画地域連携室　名古屋市熱田区大宝3-1-17　TEL：052-678-4085　Ｅ-mail：nguec@ngu.ac.jp
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名鉄瀬戸線「尾張瀬戸」駅から無料スクールバスで約25分
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                 国際協力学科（仮称）

スポーツ健康学部 こどもスポーツ教育学科（仮称）

定員数150名

定員数80名

定員数50名

定員数50名

2015年4月、
名古屋学院大学に
新たな学部・学科が
誕生する予定です。

学部・学科の概要等は予定であり、変更される場合があります。
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2015年4月、名古屋学院大学に新たな学部・学科が誕生する予定です。

国際協力学科（仮称）

名古屋学院大学は、「敬神愛人」の精神を尊重するキリスト教主義の

大学です。高い志と豊かな国際感覚を備えた、社会の発展に貢献する

人材の育成を使命とし、教育・研究・社会貢献に取り組んでいます。

特 色 1 特 色 2 特 色 3

現代社会学部
現代社会学科（仮称）

国際文化学部（仮称）

現代社会のさまざまな側面を洞察し、的確な判断ができる
専門的知識を備え、課題発見・問題解決のために積極的
に行動する人材を養成します。

こんな人を育てます

こんな人を育てます

学びの特色1 学びの特色2 学びの特色3

現代社会を学ぶ４つの視点
「人間社会と心理」「経済社会と企業」「社会制度と政策」「社
会生活と地域」の４分野をとおして現代社会を学びます。

学びの
特色
1

言語コミュニケーション力
の養成

国際文化理解・交流を中心に展開 国際文化協力・文化支援を重視
 

キャンパスから飛び出し、問題解決
能力を養う「プロジェクト演習」
教員が提示するテーマに対し、学生は少人数のチームを
編成し、現場調査や市町村との連携などをとおして問題解
決に取り組みます。

学びの
特色
2

学生が主体的に参加する教育イベント
1年次から4年次まで段階的に、学びの成果を発表するフォー
ラムなどを開催し、コミュニケーション能力やプレゼンテーション
能力を育成します。

学びの
特色
3

取得可能な資格
●中学校教諭1種（社会） ●高等学校教諭1種（公民） ●社会調査士

予想される主な就職先
●一般企業 ●公務員 ●医療法人・社会福祉法人・NPO・公益法人　など

スポーツ健康学部
こどもスポーツ教育学科（仮称）

こどもの成長・発達やスポーツに関する専門知識を備え、
幼少期からの一貫した運動・スポーツ教育をとおして健康
的な生活の構築に貢献する人材を養成します。

こんな人を育てます

こどもに関する多彩な学び
同一学部のスポーツ健康学科との相乗効果により、健康科学、ス
ポーツ科学、スポーツ実技などの学習を土台とし、幼少期のスポー
ツや教育に関する科目を幅広く学ぶことができます。

学びの
特色
1

こどもの健康に関する指導者、
幼稚園・小学校教員の養成
学びの成果を地域社会、健康関連企業、幼稚園、小学校およ
び家庭で活かし、教育・指導にあたることができるようにカリ
キュラムを組んでいます。

学びの
特色
2

地域連携による体験学習
近隣自治体と連携し、幼児・児童の体力測定や運動指導を行
うほか、学生が補助教員として授業にアシスタントとして入るな
ど、地域に根ざしたプログラムを用意します。

学びの
特色
3

取得可能な資格
●レクリエーションインストラクター ●スポーツリーダー
●ジュニアスポーツ指導員 ●小学校教諭１種 ●幼稚園教諭１種

予想される主な就職先
●幼児や児童を対象としたスポーツ産業 ●一般のスポーツジム
●健康産業を含む一般企業 ●幼稚園教員、小学校教員　など

取得可能な資格
●中学校教諭1種（英語） ●高等学校教諭1種（英語）

予想される主な就職先
●観光・旅行・貿易・流通等の一般企業 ●地域および外国人支援行政
●多文化交流事業（NPO） ●民間国際協力団体（NGO）
●中学校・高等学校の英語教員　など

取得可能な資格
●中学校教諭1種（英語） ●高等学校教諭1種（英語）

予想される主な就職先
●国際・海外事業を展開する一般企業 ●国際機関
●民間国際協力団体（NGO） ●地域行政
●中学校・高等学校の英語教員　など

ヨーロッパ、アメリカ、アジア（特に日本・中国）など国際文化の多様な実情に触
れ、国際文化の理解と多文化交流を中心に学びます。海外フィールドスタディのみ
ならず、日本国内の都市や地域でのフィールドワークも実施します。

グローバル社会における地域文化の多様性を理解するとともに、文化
交流を実践し、多文化共生を背景とした持続可能な社会の形成に
貢献する人材を育てます。

新設予定の学部・学科では、既存の学部・学科同様、

右の3つの特色のもとに教育を実践していきます。

国際文化学科（仮称）

こんな人を育てます

文化交流を基礎とした国際協力のあり方を理解し、文化協力や文化支援につい
て学びます。海外フィールドスタディでは、東南アジアの発展途上国を対象エリア
とし、NPOや国際機関でインタビューや作業体験を実施する予定です。

国際文化と多文化共生についての理解の上に、個別地域社会や多
文化社会との積極的な交流をとおして、国際文化協力や国際文化
支援を実践できる人材を養成します。

国際協力学科（仮称）

国際的な言語である英語の運用能力を
高めるとともに、第二外国語（中国語、ド
イツ語、フランス語、スペイン語）も必修
とし、基本的な会話力を修得します。

グローバル社会における
日本文化を見つめ直す
異文化・多文化の理解の前提として、
日本史や日本文化など日本理解教育
を重視。自らと多文化との関係性の上
に共生社会を理解できるようにします。

海外
フィールドスタディ
半期の事前・事後学習と夏季休暇中の現
地学習を組み合わせたプログラムを1年次
から用意。異文化理解と交流、文化協力・
文化支援について実践的に学びます。

3つの特色（全学部・学科共通）

４年間の演習をとおしての
一貫した教育・指導体制
いずれの学部・学科も、１年次から４年次まで
少人数の演習（ゼミ）を必修科目として配置
し、討論、プレゼンテーション、レポート作成な
どをとおして卒業研究をまとめます。

学生個 と々の
双方向での教育・指導
本学独自のICTシステムであるCCS（キャンパ
ス・コミュニケーション・サービス）を駆使し、演
習とあわせてきめ細かい個人指導を行います。

キャリア形成支援
プログラム
1年次から3年次まで段階的に開講される
「キャリアデザイン」をとおして、自己の適性や
就職、進路などを考える機会を提供します。

※別途費用が必要です。

学部・学科の概要等は予定であり、変更される場合があります。





















































注）平成22年度学校教員統計調査を基に作成。年齢は平成25年10月時点。

資料⑦

25歳 26歳 27歳 28歳 29歳 30歳 31歳 32歳 33歳 34歳 35歳 36歳 37歳 38歳 39歳 40歳 41歳 42歳 43歳 44歳 45歳 46歳 47歳 48歳 49歳 50歳 51歳 52歳 53歳 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 

全国 1913 4942 6047 7244 7718 8099 8036 8357 8368 8287 7936 7530 7308 7577 8007 8296 8293 8714 8693 9196 10231 11430 9210 11626 11298 11799 12271 13237 14304 15880 16922 17039 16711 15949 14182 12394

岐   阜 32 82 67 123 110 105 104 105 83 95 95 110 93 126 128 171 174 183 184 190 212 236 189 198 206 224 229 227 263 327 300 309 314 283 274 223

静   岡 27 120 153 192 214 209 206 201 216 175 159 163 174 212 211 219 202 204 212 290 300 356 288 367 337 387 388 464 450 464 486 477 431 436 347 334

愛   知 181 524 566 638 636 685 591 550 515 508 445 408 395 398 357 370 358 428 339 357 502 526 377 478 492 491 536 617 688 790 823 866 964 962 895 868

三   重 25 75 50 80 99 92 102 90 111 104 105 116 96 97 114 139 144 137 173 181 208 181 152 196 197 187 215 200 253 294 338 346 323 259 226 207
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資料⑧

注）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」を基に作成。
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/senkou/1243159.htm
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21年
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度 

23年

度 

24年

度 

25年

度 

受験者 45,87 46,15 46,15 46,77 49,43 50,13 50,44 51,97 51,76 53,39 53,06 51,80 54,41 57,81 59,23 58,70

採用者 4,542 3,844 3,683 5,017 7,787 9,431 10,48 11,52 12,43 11,58 12,37 12,43 12,28 12,88 13,59 13,62
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資料⑨
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度 

18年
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度 
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度 
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度 

25年

度 

受験者数 1,701 1,947 2,094 2,241 2,338 2,220 2,251 2,697 2,875 2,676

採用者数 561 514 611 669 825 795 748 730 710 750
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度 

受験者数 694 784 769 789 740 624 628 757 771 819

採用者数 110 199 211 208 185 153 162 271 233 255
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17年
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18年
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度 

23年

度 

24年

度 

25年

度 

受験者数 776 881 856 867 752 720 762 882 927 987

採用者数 103 143 164 174 159 191 167 206 194 230

競争率 7.5 6.2 5.2 5.0 4.7 3.8 4.6 4.3 4.8 4.3
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受験者数 1,218 1,213 1,028 927 716 691 714 729 742 747

採用者数 259 249 261 260 200 209 201 164 200 200

競争率 4.7 4.9 3.9 3.6 3.6 3.3 3.6 4.4 3.7 3.7

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

公立小学校教員採用数推移（静岡県） 

受験者数 

採用者数 

競争率 



注）文部科学省「学校教員統計調査」を基に作成。

資料⑩
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注）文部科学省「学校教員統計調査」を基に作成。

幼稚園教員採用数の推移

資料⑪
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資料⑫

2008 2009 2010 2011 2012

求人社数 7,085 5,342 4,776 5,420 6,468

就職決定率 95.3 88.8 89.8 92.5 96.8
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